
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１ 政治的教養の教育に関する背景 

・ 平成２７年６月１７日、公職選挙法等の一部を改正する法律が成立（６月１９日、公布）。 

・ 改正法の成立に伴い、公職の選挙の選挙権を有する者の年齢が満１８歳以上に引き下げられた。 

・ 高校に在学する生徒が、在学中に満１８歳を迎え選挙権を得ることで、生徒の中に満１８歳以上の

選挙権を有する者と満１８歳未満の選挙権を有さない者とが混在することとなっていることを十分

認識し、高校に在学する全ての生徒に、これまで以上に組織的に公民としての資質を育む指導を行う

ことが、学校として求められる。 

・ 高校生が身に付けることが期待される公民としての知識や能力とはどのようなものかについて、本

法律案が審議された国会においても議論がなされ、特に、以下の２点に留意することが期待されてい

る。 

  ① 現実の具体的政治事象を取り扱うことによる政治的教養の育成（留意点１） 

  ② 違法な選挙運動を行うことがないような選挙制度の理解（留意点２） 

 

① 現実の具体的政治事象を取り扱うことによる政治的教養の育成（留意点１） 

・ 全ての教科等で生徒が有権者としての判断を適切に行うことができるように、公民科はもとより、

各教科、総合的な探究の時間などにおいて、話合いや討論等を通じて生徒が自らの考えをまとめてい

くような学習を進めることが求められる。 

・ 現実の具体的な政治的事象を取り上げるとともに、模擬選挙や模擬議会など具体的・実践的な活動

を学校現場に取り入れることが求められる。 

【ポイント】 

○高校に在学する生徒の中に、満１８歳以上の選挙権を有する者と、満１８歳未満の選挙権を有さ 

ない者とが混在する 

○満１８歳以上の生徒は選挙権を得ることと同時に、選挙運動期間中に選挙運動を行うことが法的

にできる 

○１７歳以下の生徒は、選挙運動を行うことができない 

○高校に在学する全ての生徒に、これまで以上に組織的に公民としての資質を育む指導を行うこと 

が、学校として求められる 

○政治的教養の教育は、学習指導要領に基づいて、校長を中心に学校として指導のねらいを明確に

し、系統的、計画的な指導計画を立てて実施する 

○学校が政治的中立性を確保しつつ、現実の具体的な政治的事象も取り扱い、生徒が有権者として

自らの判断で権利を行使することができるよう、より一層具体的かつ実践的な指導を行う 

○現実の具体的な政治的事象を取り上げるとともに、模擬選挙や模擬議会など具体的・実践的な活

動を学校現場に取り入れる 

○公民科はもとより、各教科、総合的な探究の時間などにおいて、話合いや討論等を通じて生徒が

自らの考えをまとめていくような学習を進める 
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・ 副教材に示されている、①正解が一つに定まらない問いに取り組む学び、②学習したことを活用し

て解決策を考える学び、③他者との対話や議論により、考えを深めていく学びに取り組むことによっ

て、主権者として必要とされている、以下の資質・能力を生徒に身に付けさせることが期待される。 

 

【主権者教育として育成することが期待される資質・能力】 

「知識及び技能」 

 ・現実社会の諸課題（政治、経済、法など）に関する現状や制度及び概念についての理解 

 ・調査や諸資料から情報を効果的に調べまとめる技能 

「思考力、判断力、表現力等」 

 ・現実社会の諸課題について、事実を基に多面的・多角的に考察し、公正に判断する力 

 ・現実社会の諸課題の解決に向けて、協働的に追究し根拠をもって主張するなどして合意を形成す

る力 

「学びに向かう力・人間性等」 

 ・自立した主体として、よりよい社会の実現を視野に国家・社会の形成に主体的に参画しようとす

る力 

 

【実践的な学習活動を行う上で取り入れたい学習方法】 

①「正解が一つに定まらない問いに取り組む学び」 

実践的な学習活動では、いずれも複合的な要素が絡んでいるため正解が一つに定まらない課題を題

材として扱う。正解が一つに定まらない課題に対して、自ら根拠に基づいた主張を述べることと、自

分とは異なる立場の者の主張の根拠を読み取ることが求められる。この学習方法は、２１世紀の日本

社会が抱える公共的課題の解決に取り組む市民の育成につながる。 

②「学習したことを活用して解決策を考える学び」 

 実践的な学習活動では、高校公民科及び中学校までに習得した知識・技能を活用して取り組むこと

となる。学習によっては、その他の教科・科目等の知識・技能を活用する必要性も考えられるだろう。

この学習方法は、公共的課題の争点を知り、解決策を考え、解決に向け行動する市民の育成につなが

る。 

③「他者との対話や議論により、考えを深めていく学び」 

 実践的な学習活動では、他の生徒と学び合い、考える活動や地域の人との意見交換など、他者と協

働して課題を解決していくこととなる。その際には、他者との対話や議論により、考えを深めていく

ことが必要である。この学習方法は、多様な価値観を持つ他者と協働しながら課題解決に取り組む市

民の育成につながる。 
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② 違法な選挙運動を行うことがないような選挙制度の理解（留意点２） 

・ 満１８歳以上の生徒は選挙権を得ることと同時に、選挙運動期間中に選挙運動を行うことが法的に

できることになる。これらの活動は、高校に在学する生徒においても基本的には尊重されるべき活動

であり、適法に行われることが必要である。 

・ 同じクラスでも満１８歳となった生徒は選挙運動を行うことができるにもかかわらず、１７歳であ

る同じクラスの生徒は一緒に選挙運動を行うことができない状況がある。 

・ １８歳の生徒が１７歳の生徒に「一緒にやろう」といった勧誘を行うことは１７歳の生徒に違法行

為を促すこととなり、そのような状況になることは避けなければならない。また、部活動などにおい

て３年生が１年生に働きかける場面も想定されるので、３年生のみに周知するだけでなく、１年生も

含め学校全体として指導する必要がある。 

 

 

２ 政治的教養の教育に関する指導上の留意事項 

① 学校における教育活動の場面 

・ 政治的教養の教育は、学習指導要領に基づいて、校長を中心に学校として指導のねらいを明確にし、

系統的、計画的な指導計画を立てて実施すること。 

・ 教科においては公民科での指導が中心となるが、総合的な探究の時間や特別活動におけるホームル

ーム活動、生徒会活動、学校行事なども活用して適切な指導を行うこと。 

・ 指導に当たっては、教員は個人的な主義主張を述べることは避け、公正かつ中立な立場で生徒を指

導すること。 

 

② 生徒に身に付けさせる資質・能力 

・ 政治的教養の教育においては、議会制民主主義など民主主義の意義とともに、選挙や投票が政策に

及ぼす影響などの政策形成の仕組みや選挙の具体的な投票方法など、政治や選挙についての理解を重

視すること。 

・ 学校教育全体を通じて育むことが求められる、論理的思考力、現実社会の諸課題について多面的・

多角的に考察し、公正に判断する力、現実社会の諸課題を見いだし、協働的に追究し解決する力、公

共的な事柄に自ら参画しようとする意欲や態度を身に付けさせること。 

 

③ 政治的中立性の確保 

・ 指導に当たっては、学校が政治的中立性を確保しつつ、現実の具体的な政治的事象も取り扱い、生

徒が有権者として自らの判断で権利を行使することができるよう、より一層具体的かつ実践的な指導

を行うこと。 

・ 現実の具体的な政治的事象については、種々の見解があり、一つの見解が絶対的に正しく、他のも

のは誤りであると断定することは困難である。加えて、一般に政治は意見や信念、利害の対立状況か

ら発生するものである。そのため、生徒が自分の意見を持ちながら、異なる意見や対立する意見を理

解し、議論を交わすことを通して、自分の意見を批判的に検討し、吟味していくことが重要である。

したがって、学校における政治的事象の指導においては、一つの結論を出すよりも結論に至るまでの

冷静で理性的な議論の過程が重要であることを理解させること。 
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・ 多様な見方や考え方のできる事柄、未確定な事柄、現実の利害等の対立のある事柄等を取り上げる

場合には、生徒の考えや議論が深まるよう様々な見解を提示することなどが重要であること。その際、

特定の事柄を強調しすぎたり、一面的な見解を十分な配慮なく取り上げたりするなど、特定の見方や

考え方に偏った取扱いにより、生徒が主体的に考え、判断することを妨げることのないよう留意する

こと。 

・ 補助教材の適切な取扱いに関し、同様の観点から発出された平成２７年３月４日付け２６文科初第

１２５７号「学校における補助教材の適正な取扱いについて」にも留意すること。 

 

④ 選挙管理委員会との連携 

・ 生徒が有権者としての権利を円滑に行使することができるよう、選挙管理委員会との連携などによ

り、具体的な投票方法など実際の選挙の際に必要となる知識を得たり、模擬選挙や模擬議会など現実

の政治を素材とした実践的な教育活動を通して理解を深めたりすることができるよう指導すること。 

・ 多様な見解があることを生徒に理解させることなどにより、指導が全体として特定の政治上の主義

若しくは施策又は特定の政党や政治的団体等を支持し、又は反対することとならないよう留意するこ

と。 

 

⑤ 教員の立場 

・ 教員は、公職選挙法第１３７条及び日本国憲法の改正手続に関する法律（平成１９年法律第５１号）

第１０３条第２項においてその地位を利用した選挙運動及び国民投票運動が禁止されており、また、

その言動が生徒の人格形成に与える影響が極めて大きいことに留意し、学校の内外を問わずその地位

を利用して特定の政治的立場に立って生徒に接することのないよう、また不用意に地位を利用した結

果とならないようにすること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

-15-



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１ 生徒の政治的活動等の留意事項 

・ １８歳以上の高校等の生徒は、有権者として選挙権を有し、また、選挙運動を行うことなどが認め

られる。 

・ 以下の３点を踏まえ、高校等における生徒による政治的活動等は、無制限に認められるものではな

く、必要かつ合理的な範囲内で制約を受けるものと解される。 

①学校は、教育基本法第１４条第２項に基づき、政治的中立性を確保することが求められていること

②高校等は、学校教育法（昭和２２年法律第２６号）第５０条及び第５１条並びに学習指導要領に定 

める目的・目標等を達成するべく生徒を教育する公的な施設であること 

③高校等の校長は、各学校の設置目的を達成するために必要な事項について、必要かつ合理的な範囲 

内で、在学する生徒を規律する包括的な権能を有するとされていること 

・ 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）等の法律に基づき、公職選挙法中普通地方公共団体の選挙

に関する規定が準用される住民投票において、投票運動を高校等の生徒が行う場合は、選挙運動に準

じて指導等を行うこととし、日本国憲法の改正手続に関する法律第１００条の２に規定する国民投票

運動を高校等において生徒が行う場合は、政治的活動に準じて指導等を行うこととする。 

【用語の定義】 

・「選挙運動」 

特定の選挙について、特定の候補者の当選を目的として、投票を得、又は得させるために直接又

は間接に必要かつ有利な行為をすることをいい、有権者である、ここでは生徒が行うものをいう。 

・「政治的活動」 

特定の政治上の主義若しくは施策又は特定の政党や政治的団体等を支持し、又はこれに反対する

ことを目的として行われる行為であって、その効果が特定の政治上の主義等の実現又は特定の政党

等の活動に対する援助、助長、促進又は圧迫、干渉になるような行為をすることをいい、選挙運動

を除く。 

・「投票運動」 

特定の住民投票について、特定の投票結果となることを目的として、投票を得、又は得させるた

めに直接又は間接に必要かつ有利な行為をすることをいう。 

【ポイント】 

○１８歳以上の高校等の生徒は、選挙運動を行うことなどが認められる 

○高校等における生徒による政治的活動等は、無制限に認められるものではなく、必要かつ合理的

な範囲内で制約を受けるものと解される 

○生徒が本来の目的を逸脱し、教育活動の場を利用して選挙運動や政治的活動を行うことについて、

政治的中立性が確保されるよう、高校等は禁止する 

○放課後や休日等に学校の構外で行われる選挙運動や政治的活動は、家庭の理解の下、生徒が判断

して行うが、生徒の政治的教養が適切に育まれるよう、学校・家庭・地域の連携が必要 
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２ 生徒の政治的活動等の具体の場面 

① 学校の教育活動における扱い 

教科・科目等の授業のみならず、生徒会活動、部活動等の授業以外の教育活動も学校の教育活動の

一環であり、生徒がその本来の目的を逸脱し、教育活動の場を利用して選挙運動や政治的活動を行う

ことについて、教育基本法第１４条第２項に基づき政治的中立性が確保されるよう、高校等は、これ

を禁止することが必要である。 

 

② 放課後や休日等の学校の構内での扱い 

放課後や休日等であっても、学校の構内での選挙運動や政治的活動については、学校施設の物的管

理の上での支障、他の生徒の日常の学習活動等への支障、その他学校の政治的中立性の確保等の観点

から教育を円滑に実施する上での支障が生じないよう、高校等は、これを制限又は禁止することが必

要である。 

 

③ 放課後や休日等の学校の構外での扱い 

放課後や休日等に学校の構外で行われる生徒の選挙運動や政治的活動については、以下の点に留意

すること。 

(1) 放課後や休日等に学校の構外で生徒が行う選挙運動や政治的活動については、違法なもの、暴

力的なもの、違法若しくは暴力的な政治的活動等になるおそれが高いものと認められる場合には、

高校等は、これを制限又は禁止することが必要であること。また、生徒が政治的活動等に熱中する

余り、学業や生活などに支障があると認められる場合、他の生徒の学業や生活などに支障があると

認められる場合、又は生徒間における政治的対立が生じるなどして学校教育の円滑な実施に支障が

あると認められる場合には、高校等は、生徒の政治的活動等について、これによる当該生徒や他の

生徒の学業等への支障の状況に応じ、必要かつ合理的な範囲内で制限又は禁止することを含め、適

切に指導を行うことが求められること。 

(2) 改正法により選挙権年齢の引下げが行われ、満１８歳以上の生徒が選挙運動をできるようにな

ったことに伴い、高校等は、これを尊重することとなること。 

その際、生徒が公職選挙法等の法令に違反することがないよう、高校等は、生徒に対し、選挙

運動は１８歳の誕生日の前日以降可能となることなど公職選挙法上特に気を付けるべき事項など

について周知すること。 

(3) 放課後や休日等に学校の構外で行われる選挙運動や政治的活動は、家庭の理解の下、生徒が判

断し、行うものであること。 

その際、生徒の政治的教養が適切に育まれるよう、学校・家庭・地域が十分連携することが望

ましいこと。 
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３ インターネットを利用した政治的活動等 

・ インターネットを利用した選挙運動や政治的活動については、様々な意見・考え方についての情報

発信や情報共有などの観点から利便性、有用性が認められる一方で、送られてきた選挙運動用の電子

メールを他人に転送するなどの公職選挙法上認められていない選挙運動を生徒が行ってしまうとい

った問題が生じ得ることから、政治的教養の教育や高校等の生徒による政治的活動等に係る指導を行

うに当たっては、こうしたインターネットの特性についても十分留意すること。 

 

４ 家庭や地域の関係団体等との連携・協力 

・ 現実の政治を素材とした実践的な教育活動をより一層充実させるとともに、高校等の生徒による政

治的活動等に関して指導するに当たっては、学校としての方針を保護者やＰＴＡ等に十分説明し、共

有すること等を通じ、家庭や地域の関係団体等との連携・協力を図ること。 

 

 

【宮城県選挙管理委員会作成】「令和７年度 新しい有権者のための選挙講座」より抜粋 
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 副教材では、実践的な教育活動として、 

 ・ 模擬選挙（１）（架空の候補者を設定し実施するもの） 

 ・ 模擬選挙（２）（実際の選挙に伴い実施するもの） 

 ・ 模擬請願（地域の課題解決について調べ、請願書としてまとめるもの） 

 ・ 模擬議会（議会における討論を経験するもの） 

を紹介している。 

 その中で、特に注意する必要のある「模擬選挙（２）（実際の選挙に伴い実施するもの）」について、

以下の内容を確認願う。 

 

１ 模擬選挙（実際の選挙に伴い実施するもの）のねらい 

・ 実際の選挙を題材とした模擬選挙を行うことを通じて、選挙や政治をより身近なものに感じさせる

とともに、将来の主体的な投票行動へとつなげていくことを目指す。 

・ 実際の選挙において発信されるまさに現実の情報に生徒が触れ、自分の考えを深め、判断していく

という活動が適切に行われるよう学校として取り組む必要がある。 

・ 実際の選挙を取り扱うことから公職選挙法等に十分配慮しながら取り組むことが必要であり、円滑

な実施のためには選挙管理委員会等の協力を得ることが望まれる。 

 

【ポイント】 

○実際の選挙に合わせて実施する模擬選挙は、現実の具体的な政治的事象について、各党や候補者

の主張を公約等の様々な情報から判断することによって、具体的・実践的な政治的教養を育むこ

とができるなど有益な点が多い 

○実際の選挙に伴い実施する模擬選挙では、公職選挙法等に十分配慮しながら取り組む 

○事前に管理職から実施の承認を受けるとともに、学校として組織的に行う 

○選挙管理委員会等の協力を得る 

○当該選挙の当選人確定後（選挙管理委員会に要確認）であれば、模擬選挙の結果を公表しても差

し支えないと解されており、授業において模擬選挙の結果を扱う場合には、この点に留意する 

○選挙運動は、公示・告示日に立候補の届出がされた時から投票日の前日までの間（選挙運動期間

という）においてのみ行うことができる 

○選挙運動については、満１８歳以上の者が公職選挙法上適切に行えば問題はないが、満１８歳未

満の者が同様の行為を行うことは、公職選挙法上、禁止されている 

○選挙運動期間中は、公約集を学習活動で活用する際には、生徒が自ら街頭演説等の場で入手した

り、ホームページ上からダウンロードして入手したりする必要がある 

○生徒にどの候補者や政党へ投票したいかを尋ねたり、自分の支持する候補者や自分の支持政党を

明確にしなければ議論できないような課題設定を行ったりすることについては控える 

○教員としての地位に伴う影響力を利用した選挙運動を行うことはできない 
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２ 模擬選挙（実際の選挙に伴い実施するもの）の実施に当たっての配慮事項 

・ 事前に管理職から実施の承認を受けるとともに、学校として組織的に行うことが必要である。 

・ 他の教員や生徒に協力を要請する一方、最寄りの選挙管理委員会や模擬選挙をサポートしてくれる

団体と連携することで、投票箱、記載台、選挙公報、選挙啓発用ポスターなどを準備することが可能

となる。 

・ 保護者に対しては必要に応じて事前に実施についてのプリントを配布する。 

・ 副教材では衆議院議員総選挙のうち、比例代表選挙を取り上げているが、参議院議員通常選挙や地

方選挙でも実施できる。 

・ 衆議院議員総選挙では、生徒が居住する地域の選挙区が学校所在地の属する選挙区と異なっている

場合もあることに配慮した上で小選挙区選挙も併せて実施できるものと考えられる。 

・ 地方公共団体の選挙などは、身近な課題が争点となることも多く、より自治意識が高まることも考

えられる。 

・ 政党だけではなく、候補者を取り上げて模擬選挙を行う場合には、候補者の個人的な要因により安

易に判断するのではなく、本活動の目的に沿った政策を中心とした判断が行われるよう配慮すること

が求められる。 

 

 

３ 公職選挙法上の留意点等 

・ 実際の選挙に合わせて実施する模擬選挙については、現実の具体的な政治的事象について、各党や

候補者の主張を公約等の様々な情報から判断することによって、具体的・実践的な政治的教養を育む

ことができるなど有益な点が多い。 

・ 選挙運動期間に合わせて模擬選挙を実施するということは、公職選挙法上、選挙運動を行うことが

できる期間に実施することとなるため、選挙運動について、公職選挙法上、様々な制限がある中、そ

れらに抵触することがないよう留意して実施する必要がある。 

・ 公職選挙法上の留意点については、以下に示すが、特に選挙運動期間中に模擬選挙を実施する場合

には、法律について深い見識を持つ選挙管理委員会等との連携を図ることが望まれる。 

 

１ 事前運動の禁止（公職選挙法第１２９ 条関係） 

選挙運動は、公示・告示日に立候補の届出がされた時から投票日の前日までの間（選挙運動期間とい

う。）においてのみ行うことができ、それ以外の期間に選挙運動と認められるおそれのある行為をする

と、事前運動として公職選挙法第１２９条に違反するおそれがあるので、十分留意する必要がある。 

 

２ 人気投票の公表の禁止（公職選挙法第１３８条の３関係） 

 公職選挙法第１３８条の３は、「何人も、選挙に関し、公職に就くべき者を予想する人気投票の経過

又は結果を公表してはならない。」と規定している。 

 実際の選挙に合わせて実施する模擬選挙において、政党等に対して模擬投票を行うことは公職選挙法

上の「人気投票」に当たることから、模擬選挙の結果を公表することはできない。 

 この規定は人気投票そのものを禁止したものではなく、当該選挙の当選人確定後（当選人確定は選挙

管理委員会に要確認）であれば公表しても差し支えないと解されており、授業において模擬選挙の結果

を扱う場合には、この点に留意する必要がある。 
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３ 文書図画の頒布・掲示の制限（公職選挙法第１４２条、公職選挙法第１４２条の２、公職選挙法第 

１４３条、公職選挙法第１４６条関係） 

 選挙運動期間中に、ビラやパンフレット、ポスターなどの選挙運動のために使用する文書図画を頒

布・掲示することは公職選挙法上、制限されており、公職選挙法が認めた文書図画しか頒布・掲示する

ことはできず、また、その枚数、頒布や掲示できる場所など様々な制限規定がある。そのため、下記の

ような点に配慮する必要がある。 

・ 各党の政策をまとめた冊子状の公約集は、選挙運動期間中は、一定の場所でしか頒布することがで

きず、高校の教育活動において学校が配布することは公職選挙法第１４２条の２に違反するおそれが

ある。そのため、公約集を学習活動で活用する際には、生徒が自ら街頭演説等の場で入手したり、ホ

ームページ上からダウンロードして入手したりする必要がある。 

・ また、新聞社等が作成する各党の政策が記載された選挙関連のサイト（いわゆる「まとめサイト」）

は、一般的には選挙運動のために使用する文書図画には当たらないと考えられる。そのため、教員が

生徒に対し、そのようなまとめサイトを印刷し、配布することは直ちに規制されるものではないこと

から、このような取扱いをすることも考えられる。 

・ なお、報道機関ではなく、教員が各政党の主要な部分における主張をまとめるような場合、各政党

の主張を平等にまとめない限り、選挙運動のために使用する文書図画と認められるおそれがある。ま

た、平等にまとめ、選挙運動用文書図画と認められない場合であってもそれをプロジェクター等で投

影し、生徒に見せる場合には、各政党の主張を平等に扱わない限り公職選挙法第１４６条に違反する

おそれがある。 

・ さらに、投影や印刷において特定の政党部分のみを目立たせるようにしたり、特定の政党を強調し

ているサイトを利用したりすることは選挙運動のために使用する文書図画に当たる場合も考えられ

ることから、そのような行為は避ける必要がある。 

 

 上述の留意点は、選挙運動期間中におけるものであるが、選挙運動期間外に過去の国政選挙の資料や

現にホームページ上に掲載されている資料を活用して模擬選挙を行うことは、公職選挙法上、直ちに規

制されるものではない。また、選挙運動期間外に教員が各政党の主要な部分における主張をまとめ、プ

ロジェクター等で投影し、生徒に見せたり、生徒に配布したりすることも、公職選挙法上、直ちに規制

されるものではない。なお、この場合でも教員が教育目的で作成・配布する教材については、教育基本

法第１４条第２項を踏まえ、政治的中立が確保されるようにすべきことは他でも言及しているとおりで

ある。 

 このように、模擬選挙を行う時期を敢えて選挙運動期間から外し、前後にずらすなど実施時期を工夫

することで、実践に取り組みやすくなることもある。ただし、選挙運動期間外であっても、例えば衆議

院が解散され、総選挙が公示されるまでの選挙が近い時期に行われるなど、態様によっては事前運動と

なり、公職選挙法に違反するおそれがあることに留意する必要がある。 

 

４ 投票の秘密保持（憲法第１５条第４項及び公職選挙法第５２条関係） 

生徒にどの候補者や政党へ投票したいかを尋ねたり、自分の支持する候補者や自分の支持政党を明確

にしなければ議論できないような課題設定を行ったりすることについては、たとえ教育的なねらいがあ

ったとしても、満１８歳以上の生徒にそのような指導を行うことは憲法第１５条第４項（投票の秘密）

及び公職選挙法第５２条（投票の秘密保持）の趣旨により控える必要がある。 
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 また、公立学校の場合、公務員が有権者に対し、その投票しようとする若しくは投票した候補者の氏

名や政党名等の表示を求めた場合は、公職選挙法第２２６条第２項（被選挙人の氏名等表示要求罪）が

成立することとなる。 

 

５ 満１８歳未満の者の選挙運動の禁止（公職選挙法第１３７条の２関係） 

 満１８歳以上の者は、公職選挙法上選挙運動となる行為を行うことは可能である。一方で、満１８歳

未満の者が選挙運動を行うことは、公職選挙法上、禁止されている。 

 このため、第３学年等において満１８歳未満の者と満１８歳以上の者が混在する学級や集団において、

選挙運動期間中における選挙運動について、主体と客体の観点から整理するとおおむね次のとおりであ

る。 

①満１８歳未満→満１８歳以上の場合 

 特に、第３学年等において満１８歳未満の者と満１８歳以上の者が混在する学級や集団において、選

挙運動期間中に模擬選挙等に関わる指導を行う場合には、満１８歳未満の者が選挙運動を行うことがで

きないことに鑑み、満１８歳未満の者から満１８歳以上の者に対する選挙運動が行われないように指導

すべきである。 

 具体的には、例えば、授業において政策について議論させる過程で、満１８歳未満の者が満１８歳以

上の者に対して、自分が支持又は評価している特定の政党や候補者に投票するよう呼びかけたり、支持

するよう理解を求めたりする場合は、選挙運動と認められるおそれがあり、公職選挙法第１３７条の２

第１項に違反するおそれがあるので、この点は特に留意する必要がある。 

 なお、ある行為が選挙運動と認められるかどうかは、その行為の方法や時期など様々な状況を考慮し

て、実質に即して判断されることになるので留意する必要がある。 

②満１８歳未満→満１８歳未満の場合 

 次に、満１８歳未満の者から満１８歳未満の者に対して、自分が支持又は評価している特定の政党や

候補者に投票するよう呼びかけたり、支持するよう理解を求めたりする場合は、一般的には、選挙運動

と認められるおそれは低いが、満１８歳未満の者から満１８歳未満の者に対して、特定の選挙時に有権

者となることを知ってその者に働きかけた場合や、その者を通じて間接的に有権者である他の者へ働き

かけた場合などは、選挙運動と認められるおそれがあり、態様により、公職選挙法第１３７条の２第１

項や第２項に違反するおそれがあり、この点は特に留意する必要がある。 

③満１８歳以上→満１８歳以上の場合 

 また、選挙運動期間中に模擬選挙等に関わる指導を行う場合でも、満１８歳以上の者同士の間での取

扱いについては、選挙運動を行うことが可能であることから、自分が支持又は評価している特定の政党

や候補者に投票するよう呼びかけたり、支持するよう理解を求めたりすることは、公職選挙法上、直ち

に規制されるものではない。 

④満１８歳以上→満１８歳未満の場合 

 満１８歳以上の者から満１８歳未満の者に対して、自分が支持又は評価している特定の政党や候補者

に投票するよう呼びかけたり、支持するよう理解を求めたりする場合は、一般的には、選挙運動と認め

られるおそれは低い。満１８歳以上の者から満１８歳未満の者に対して、特定の選挙時に有権者となる

ことを知ってその者に働きかけることも直ちに規制されるものではない。ただし、満１８歳以上の者が

満１８歳未満の者を使用して選挙運動をした場合は、公職選挙法第１３７条の２第２項に違反するおそ

れがある。 
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 このように選挙運動については、満１８歳以上の者が公職選挙法上適切に行えば問題はないが、満１

８歳未満の者が同様の行為を行うことは、公職選挙法上、禁止されているということを前提に、特に満

１８歳以上と満１８歳未満の者が混在する第３学年等においては指導を行う必要がある。 

 なお、ある行為が選挙運動であるかは最終的には司法で判断されることとなるが、選挙運動とは、判

例・通説では「特定の選挙について、特定の候補者の当選を目的として、投票を得又は得させるために

直接又は間接に必要かつ有利な行為」であると解されている。 

 具体的にある行為が選挙運動であるかどうかの認定をするに当たっては、単にその行為の名目に着目

するのみでなく、その行為の態様（その行為のなされる時期、場所、方法、対象等）を総合的に観察す

ることによって、実質に即して判断されることとなる。 

 

６ 教育者の地位利用の選挙運動の禁止（公職選挙法第１３７条関係） 

公職選挙法第１３７条において、「教育者は、学校の児童、生徒及び学生に対する教育上の地位を利

用して選挙運動をすることができない」とされており、教員としての地位に伴う影響力を利用した選挙

運動を行うことはできないことについても併せて確認しておきたい。 

 なお、生徒から各党の政策や公約の言葉の意味や内容について質問を受けたような場合、それらにつ

いて単に言葉の意味や内容を説明することは公職選挙法上直ちに規制されるものではない。 
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